
 

平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ７ 日 

消 防 庁 

 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改
正する政令案に対する意見募集の結果及び政令の公布 

 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令案の内

容について、平成 26 年２月３日から平成 26年２月 16日までの間、国民の皆様から広く意

見を募集したところ、２件の御意見をいただきました。いただいた御意見の概要及び御意

見に対する考え方をとりまとめましたので公表します。また意見募集の結果を踏まえ、本

日、当該政令等を公布しました。 

 

 

１ 改正内容 

 非常勤消防団員の処遇の改善を図るため、消防団員等公務災害補償等共済基金等が市町

村に支払う消防団員退職報償金支払い額を一律５万円（最低支給額 20 万円）増額すること

とする。 

 

 

２ 意見募集の結果 

 政令案について、平成 26 年２月３日から平成 26 年２月 16 日までの間、意見を募集した

ところ、２件の御意見をいただきました。 

 いただいた御意見の概要及び御意見に対する考え方については、別紙のとおりです。 

 

 

３ 政令の公布 

消防庁では、意見公募手続の実施結果等も踏まえて検討し、消防団員等公務災害補償等責

任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令を平成 26年３月７日に公布しました。 

 

（事務連絡先） 

消防庁防災課 館対策官、中島事務官 

TEL ０３－５２５３－７５２５（直通） 

FAX ０３－５２５３－７５３５ 

 



 

 

【消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令案

についての御意見の概要及び御意見に対する考え方】 

 

 

番号 御意見の概要 御意見に対する考え方 
No.1 ○退職報償金を増額できる

予算があるのであれば、団

員確保のために活用すべき

である。 
 
 
 
○公務員以外の者につい

て、消防団員と兼職する場

合に、兼業の許可が必要と

なっていることを改善して

ほしい。 

○本政令案は、消防団員等公務災害補償等共済

基金等が市町村に支払う退職報償金支払額を

増額しようとするものであるが、掛金収入等を

原資として行うものであり、消防庁の予算を用

いて行っているものではありません。 
なお、団員確保については、別途取り組んで

いるところです。 
○公務員以外の者が消防団員と兼職する場合

に、兼業の許可を要するかどうかについては、

各事業者の判断によるものとなっているとこ

ろです。 
なお、消防団への加入及び消防団員としての

活動に対する事業者の理解の増進については、

別途取り組んでいるところです。  
No.2 ○退職報償金の増額に合わ

せて、消防技術の低下を避

けるために訓練活動への参

加に強制力を持たせるべき

ではないか。 

○消防技術の維持・向上のため各消防団におい

て訓練活動を行うことは必要であり、訓練活動

のあり方については各消防団において判断す

べきものであると考えております。 
 なお、消防学校の訓練については、基準を見

直し、充実強化を図ることとしています。 
 

別紙 



消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令

の一部を改正する政令案概要

消 防 庁 防 災 課

非常勤消防団員の処遇改善を図るため、消防団員等公務災害補償等共済基金（以

下「基金」という。）又は指定法人が市町村に支払う消防団員退職報償金の支払額

を引き上げる。

１ 退職報償金支払額の引き上げ（別表関係）

(単位：千円)

勤 務 年 数

階 級 ５年以上 10年以上 15年以上 20年以上 25年以上

10年未満 15年未満 20年未満 25年未満 30年未満 30年以上

３４４ ４５９ ５９４ ７７９ ９７９２３９

団 長 (１８９) (２９４) (４０９) (５４４) (７２９) (９２９)

２２９ ３２９ ４２９ ５３４ ７０９ ９０９

副団長 (１７９) (２７９) (３７９) (４８４) (６５９) (８５９)

２１９ ３１８ ４１３ ５１３ ６５９ ８４９

分団長 (１６９) (２６８) (３６３) (４６３) (６０９) (７９９)

２１４ ３０３ ３８８ ４７８ ６２４ ８０９副

分団長 (１６４) (２５３) (３３８) (４２８) (５７４) (７５９)

７３４部長及 ２０４ ２８３ ３５８ ４３８ ５６４

び班長 (１５４) (２３３) (３０８) (３８８) (５１４) (６８４)

２００ ２６４ ３３４ ４０９ ５１９ ６８９

団 員 (１４４) (２１４) (２８４) (３５９) (４６９) (６３９)

備考：( )内書きは現行の退職報償金支払額である。

２ 適用関係

改正後の別表の規定は、平成２６年４月１日以後に退職した非常勤消防団員

に係る退職報償金の支給について適用する。

３ 施行期日

平成２６年４月１日
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三
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四
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四
五
九
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円

五
九
四
千
円

七
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九
千
円

九
七
九
千
円

副

団

長

二
二
九

三
二
九

四
二
九

五
三
四

七
〇
九

九
〇
九
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一
九

三
一
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一
三

五
一
三
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五
九

八
四
九
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八
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考一

階
級
に
つ
い
て
は
、
退
職
し
た
日
に
そ
の
者
が
属
し
て
い
た
階
級
と
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
階
級
及
び
そ
の
階
級
よ

り
上
位
の
階
級
に
属
し
て
い
た
期
間
が
一
年
に
満
た
な
い
と
き
は
、
そ
の
階
級
（
団
員
を
除
く
。
）
の
直
近
下
位
の
階

級
と
し
、
退
職
し
た
日
に
そ
の
者
が
属
し
て
い
た
階
級
よ
り
上
位
の
階
級
に
属
し
て
い
た
期
間
が
一
年
以
上
あ
る
と
き

は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
階
級
と
す
る
。

二

勤
務
年
数
に
つ
い
て
は
、
そ
の
者
が
非
常
勤
消
防
団
員
と
し
て
勤
務
し
て
い
た
期
間
を
合
算
す
る
も
の
と
す
る
。
た

だ
し
、
既
に
退
職
報
償
金
の
支
給
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
そ
の
基
礎
と
さ
れ
た
期
間
及
び
再
び
非
常
勤
消
防
団
員
と

な
つ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
退
職
し
た
日
の
属
す
る
月
ま
で
の
期
間
が
一
年
に
満
た
な
い
場
合
に
お
け
る
当
該
期
間
に

つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

三

勤
務
年
数
の
計
算
は
、
非
常
勤
消
防
団
員
と
な
つ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
退
職
し
た
日
の
属
す
る
月
ま
で
の
月
数
に



よ
る
。
た
だ
し
、
退
職
し
た
日
の
属
す
る
月
と
再
び
非
常
勤
消
防
団
員
と
な
つ
た
日
の
属
す
る
月
が
同
じ
月
で
あ
る
場

合
に
は
、
そ
の
月
は
、
後
の
就
職
に
係
る
勤
務
年
数
に
は
算
入
し
な
い
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
別
表
の
規
定
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
以
後
に
退
職
し
た
非
常
勤
消
防
団
員
に
つ
い
て
適

用
し
、
同
日
前
に
退
職
し
た
非
常
勤
消
防
団
員
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。



理

由

非
常
勤
消
防
団
員
の
処
遇
改
善
を
図
る
た
め
、
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
等
共
済
基
金
等
が
市
町
村
に
支
払
う
消
防
団
員

退
職
報
償
金
支
払
額
を
増
額
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
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